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１．当四半期決算に関する定性的情報 

(1) 経営成績に関する説明 

当第 1四半期連結累計期間（平成 26年 4月 1日～平成26年 6月 30日）におけるわが国経済は、政府・

日銀による経済政策や金融政策を背景とした株価回復、円安傾向継続により企業収益等の改善傾向が続

き、緩やかな景気回復基調にはありますが、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動減や生産拠点の

海外シフト加速により輸出が伸び悩んだことに加え、円安に伴う輸入物価上昇、海外経済の景気減速懸

念も払拭されておらず、依然として本格的な実体経済の回復までには至っていない状況が続いておりま

す。 

このような状況のもと、当社グループは、新製品や新規用途開発品を中心とした販売・生産数量の確

保・拡大、海外も含めての新規ユーザー開拓への努力、タイ海外子会社における新製品の安定生産・販

路拡大を目指すとともに、価格競争力を増すための全社挙げての低コスト体質強化に努めてまいりまし

た。その結果、当第 1四半期連結累計期間の当社グループ全体の売上高は、前年同四半期比で112百万

円 2.4％増の 4,772 百万円となりましたが、利益面では、採算に影響のある主力製品の伸び悩みに加え

電力費等の一部コスト上昇の影響により、営業利益が前年同四半期比64 百万円11.9％減の478百万円、

経常利益が前年同四半期比73百万円 12.6％減の 512百万円、四半期純利益は、前年同四半期比 23百万

円 6.8％減の319百万円という結果となりました。 

 セグメントの業績は、次のとおりとなります。 

［薬品事業］ 

主力の薬品事業は、国内においては、納入先の複数購買化や生産拠点の海外シフトの影響等により伸

び悩み、海外においてはタイの海外子会社における新製品が本格化までには至っておりませんが、前年

同四半期に比しての非鉄金属相場上昇や円安による売価アップ等により売上高は前年同四半期比 96 百

万円 2.5％増の 3,928 百万円となりました。 

利益面では、国内においては採算に影響のある電池用薬品等の主力製品の伸び悩みと原油高騰による

一部原材料単価の上昇や電力費等経費の上昇を売価に全面的に反映しえず減益となり、海外子会社にお

いても、サイアム NKS 社の新製品が本格化まで至らない状況に加え、ネクサス社もパソコン関連需要の

落ち込みや複数購買化・仕様変更等の影響により、いまだ営業損失の状況にあり、営業利益は前年同四

半期比 42百万円 11.0％減の 340百万円にとどまりました。 

［建材事業］ 

前期まで堅調な伸びを示していた建材事業は、消費税増税前の駆け込み需要の反動減の影響で新設住

宅着工戸数が低調に推移したことにより、住宅関係において主力製品である防火通気見切り縁が減少し

たものの、他の既存品の伸びでカバーし、売上高は前年同四半期比15 百万円1.9％増の844百万円となり

ましたが、利益面においては、前述のように採算面で影響の大きい主力製品の防火通気見切り縁の減少

等により、営業利益は前年同四半期比23百万円8.5％減の249百万円という結果となりました。 

(2) 財政状態に関する説明 

当連結会計年度末における流動資産は、現金及び預金、売上債権が増加したことにより、前連結会計

年度末比372百万円増の21,024百万円となりました。また、固定資産は、有形固定資産が前連結会計年度

末比123百万円減の5,648百万円となりましたが、投資その他の資産において、投資有価証券が当該投資

有価証券の株価の上昇等に伴い増加し、長期性預金も増加したことにより前連結会計年度末比459百万円

増の6,251百万円となったため、全体では前連結会計年度末比335百万円増の11,920百万円となりました。

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べ、708百万円増の32,945百万円となりました。一方、負債は、

流動負債が仕入債務の増加等により、前連結会計年度末比483百万円増の4,731百万円となり、固定負債

は前連結会計年度末比9百万円減の958百万円となりました。その結果、全体では前連結会計年度末比474

百万円増の5,689百万円となりました。また、純資産は利益剰余金の増加により前連結会計年度末比234

百万円増の27,255百万円となり、その結果、自己資本比率は総資産の伸びが純資産の伸びを上回り、前

連結会計年度末の83.8％から82.7%となりました。 
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(3) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

平成 27年 3月期の連結業績予想につきましては、現在までのところ概ね当初予想の範囲内で推移して

いることから、第2四半期連結累計期間・通期ともに平成 26年 5月 9日公表の予想から変更いたしてお

りません。 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

税金費用の計算 

 当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

(3) 会計方針の変更 

退職給付に関する会計基準等の適用 

  「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成 24年 5月 17日。以下「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成 24

年 5 月 17 日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第 35 項本文及び退職給付

適用指針第 67 条本文に掲げられた定めについて当第 1 四半期連結会計期間より適用し、退職給付債

務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式

基準へ変更、割引率の決定方法を退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単

一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。 

  退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに従っ

て、当第1四半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う

影響額を利益剰余金に加減しております。 

  この結果、当第 1 四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る資産が 33,676 千円増加（投資その

他の資産に含めて表示）し、退職給付に係る負債が61,974 千円減少し、利益剰余金が 61,885 千円増

加しております。また、当第 1四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純

利益はそれぞれ 3,471 千円減少しております。 

従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い 

当社は、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第 30号平成 25年 12月 25日）を当第1四半期連結会計期間から適用しております。なお、当実

務対応報告適用初年度の期首より前に締結された信託契約に係る会計処理につきましては従来採用

していた方法を継続するため、当実務対応報告の適用による四半期連結財務諸表への影響はありませ

ん。 
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（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,703,304 10,974,609

受取手形及び売掛金 5,729,037 5,875,389

商品及び製品 1,084,335 1,110,586

仕掛品 1,046,547 1,106,092

原材料及び貯蔵品 1,731,249 1,682,614

繰延税金資産 165,292 170,295

その他 193,583 106,699

貸倒引当金 △1,670 △1,660

流動資産合計 20,651,680 21,024,627

固定資産

有形固定資産

機械装置及び運搬具（純額） 1,948,045 1,847,794

その他（純額） 3,823,424 3,800,569

有形固定資産合計 5,771,470 5,648,364

無形固定資産 21,984 20,851

投資その他の資産

投資有価証券 2,778,490 2,951,864

繰延税金資産 53,594 38,661

その他 2,960,976 3,262,525

貸倒引当金 △1,570 △1,570

投資その他の資産合計 5,791,491 6,251,481

固定資産合計 11,584,946 11,920,696

資産合計 32,236,627 32,945,324

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,154,451 2,383,295

短期借入金 636,313 1,020,113

未払法人税等 475,237 197,294

賞与引当金 330,000 158,791

役員賞与引当金 25,000 7,000

その他 626,684 964,762

流動負債合計 4,247,686 4,731,257

固定負債

繰延税金負債 443,067 496,954

環境対策引当金 9,532 9,532

退職給付に係る負債 309,868 251,338

資産除去債務 112,861 113,499

その他 91,905 86,892

固定負債合計 967,235 958,217

負債合計 5,214,922 5,689,474
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,034,000 1,034,000

資本剰余金 589,348 593,679

利益剰余金 24,956,573 25,158,237

自己株式 △305,585 △299,652

株主資本合計 26,274,336 26,486,264

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 608,779 656,398

為替換算調整勘定 162,224 136,166

退職給付に係る調整累計額 △23,635 △22,980

その他の包括利益累計額合計 747,368 769,585

純資産合計 27,021,705 27,255,849

負債純資産合計 32,236,627 32,945,324
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 4,660,518 4,772,804

売上原価 3,551,458 3,718,525

売上総利益 1,109,059 1,054,279

販売費及び一般管理費 566,030 575,696

営業利益 543,029 478,582

営業外収益

受取利息 6,189 4,106

受取配当金 23,901 26,828

不動産賃貸料 7,707 7,326

その他 14,293 4,902

営業外収益合計 52,090 43,163

営業外費用

支払利息 3,314 3,442

売上割引 2,656 2,619

賃貸収入原価 2,331 2,448

その他 544 775

営業外費用合計 8,847 9,285

経常利益 586,272 512,460

特別利益

固定資産売却益 317 1,082

その他 46 －

特別利益合計 363 1,082

特別損失

固定資産除却損 0 2,205

特別損失合計 0 2,205

税金等調整前四半期純利益 586,636 511,338

法人税等 244,453 192,314

少数株主損益調整前四半期純利益 342,182 319,023

四半期純利益 342,182 319,023
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 342,182 319,023

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 67,228 47,619

為替換算調整勘定 257,826 △26,058

退職給付に係る調整額 － 655

その他の包括利益合計 325,054 22,216

四半期包括利益 667,237 341,239

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 667,237 341,239

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（3）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項はありません。 

（セグメント情報等） 

Ⅰ 前第 1四半期連結累計期間（自 平成 25 年 4月 1 日 至 平成 25 年 6 月 30 日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位千円：千円未満切り捨て) 

報告セグメント 
調 整 額 

（注）1 

四半期連結損益

計算書計上額 

（注）2 薬品事業 建材事業 計 

売上高 
(1) 外部顧客に対する売上高             
(2) セグメント間の内部売上高 

又は振替高 

3,831,501

－

829,017

－

4,660,518

－

－ 

－ 

4,660,518

－

計 3,831,501 829,017 4,660,518 － 4,660,518

セグメント利益 382,341 272,365 654,707 △111,677 543,029

（注）1.セグメント利益の調整額△111,677 千円は各セグメントに配分していない全社費用であります。 

2.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ 当第 1四半期連結累計期間（自 平成 26 年 4月 1 日 至 平成 26 年 6 月 30 日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位千円：千円未満切り捨て) 

報告セグメント 
調 整 額 

（注）1 

四半期連結損益

計算書計上額 

（注）2 薬品事業 建材事業 計 

売上高 
(1) 外部顧客に対する売上高             
(2) セグメント間の内部売上高 

又は振替高 

3,928,035

－

844,768

－

4,772,804

－

－ 

－ 

4,772,804

－

計 3,928,035 844,768 4,772,804 － 4,772,804

セグメント利益 340,277 249,220 589,498 △110,916 478,582

（注）1.セグメント利益の調整額△110,916 千円は各セグメントに配分していない全社費用であります。 

2.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、当第 1 四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更した 

ことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。 

当該変更により、従来の方法に比べて、当第 1四半期連結累計期間の「薬品事業」のセグメント利益が 2,812 千円 

減少し、「建材事業」のセグメント利益が 484 千円減少し、「その他」のセグメント利益が 174 千円減少しております。 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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